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はじめに

本稿の課題は　備後地域における企業の海外進出と地域経済の状況を多様な統計データを駆使

して考察することを通して、備後地域経済の課題を浮き彫りにすると同時に、備後地域の持続的

な発展のための提言を行うことにある。今後、備後地域経済に対する本格的研究を進めるうえで

基礎的かつ重要な作業として本稿が位置づけられる。これが本稿の最大の特徴である。

周知のように、1980年代後半以降、プラザ合意を契機とする日本企業のグローバル化（直接投

資の増大と海外拠点の拡充）は、きわめて顕著に進行した。そのなかで、近年、悲観的空洞化論

の相対化が、様々な研究分野からのアプローチにより急速に進んできている。たとえば、中小企

業研究では、産業空洞化の議論を批判するなかで、中沢孝夫は海外進出にともない地域内産業構

造の転換が進行しつつある点に1、渡辺幸男は日本と東アジアの広域的な地域分業生産体制が形成

されている点に2注意を呼び掛けている。また、地域産業論では　橋川武郎の研究に代表されるよ

うに、「1990年代以降に進行したのが産業の空洞化ではなく、国際分業の深化であり」、「束アジ

ア域内で進展する水平的・相互補完的な国際分業に適応できない製造業者は、事業を継続するこ

とが困難になる」との見方が提示されている3。さらに、開発経済や国際経済を研究分野とする戸

堂康之は近著において4、海外投資にともなう国内雇用の減少効果（産業の空洞化）を内外の最新

研究成果により強く否定すると同時に、日本のグローバル化の国際的な遅れが企業の成長と雇用

に悪い影響を与えると強く懸念し、「企業のグローバル化」をさらに進める必要があると強調して

いる。

一万、1990年代初めのバブル崩壊以降、地域経済は経済のグローバル化のみならず、情報技術

※　福山大学経済学部税務会計学科准教授。E－mail：kaede＠fuec．fLlkuyama－uilCj。。本稿は2014年度福山大学経済

学部シンポジウム『備後企業の海外展開とグローバル人材養成』（2014年9月20日）における報告に加筆・修

正を加えたものである。シンポジウム報告時に中沢孝夫先生（福山大学）、新宅純二郎先生（東京大学）などから

有益な助言をいただいた。また本稿の着想は備後経済レポート社二宮恵社長による筆者へのインタビュー（「備後

地域の産業の特徴と多様性を高付加価値にどう結びつけるか。研究者として方向性を示す必要がある」『経済レポー

ト』1889号、2014年9月10日、10－13貞）が大きな契機となった。併せて謝意を表したい。
1中沢（2011）。

2　渡辺（2011）。

：l　橋川（2005）。橋川（2010）。

4　戸堂（2011）。
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の発展、少子高齢化の進展など　経済環境の著しい変化への対応が遅れ、活力を失いつつある5。

こうしたなかで、地域経済の再生を図りながら、グローバル化を進行させることの可能性と重要

性が、戸堂康之や橋川武郎、新宅純二郎・大木清弘などの研究により提示されている。まず、戸

萱の研究では6、「つながり」をキーワードに、「企業のグローバル化」と「地方の産業集積の創出」

という提案が行われている。その背景には、前者では既述したように、産業空洞化への否定とグロー

バル化の遅れが、後者では、企業や労働者の生産性向上を支える産業集積が地方において十分に

育っていないこと、がある。具体的には、グローバル化と産業集積の創出により世界と地域内に

おける「人と人とのつながりを強化する」ことが新しいアイデアの創造、また高度な技術を核と

して産業集積の創出の源泉となり、経済発展につながると強調されている。つきに、橋川武郎の

研究では7、「新興国の成長市場に密着するかたちで地域経済の活性化を図ること」が必要である

と指摘されており、とりわけ第2次産業において実現しうる方法として、①「日本国内の特定地

域の産業集積ないし工場が　高付加価値部品の世界的な供給者としての地位を確立すること」、②

「日本国内の特定地域に立地する工場を、海外進出する工場のマザーファクトリーや世界戦略上

固有の意義を持つ拠点ファクトリーとして位置付けること」が提示されている。最後の新宅純二

郎・大木清弘の研究でば、地域経済のありかたに直接は言及されていないものの、「深層の現地

化」の進展下で国内付加価値絶対額を維持するためには新興国海外市場の販売拡大を目的とする、

産業財（金属や化学製品）の輸出と海外進出による現地化を促進することが必要であると示唆さ

れている。

以上のような研究状況をふまえ、本稿では　備後地域経済の再生にとって高付加価値産業の創

出をともなう海外進出が重要な条件の1つとなるとの観点に立脚して、備後地域における海外進

出の状況と経済構造の長期的変化を明らかにするとともに、これまでの海外進出にともなう域内

高付加価値産業の創出可能性の有無を検証したい。

ちなみに、本稿で注目する備後地域は広島県東部に位置し、主に福山市を中心とする4市（福

山市・府中市・尾道市・三原市）から構成される9。当該地域は75万人弱の人口を有しており10、

また「ものづくり産業」の地域として鉄鋼や一般機械などの重厚長大産業のみならず、繊維・木工・

家具などの特色ある地場産業も集積している広島県内第2の中核的な都市圏域である。こうした

特色をもつ備後地域に着目した総合的研究として、日本政策投資銀行中国支店の調査研究「中国

、、植田（2007）。

6　戸堂（2011）。

7　橋川武郎（2010、16－21頁）。

8　新宅・大木（2012）。

9　備後地域の長期的統計分析では2003年以降の市町村合併の影響を考慮して、福山市には内海町・新市町・沼隈町・

神辺町、府中市には上下町、尾道市には御調町・向島町・因島百・瀬戸田町、三原市には本郷町・久井町・大和

町が含まれている。
10　人口規模は2010年の水準である（『広島県統計年鑑』2013年版。原資料は2010年の国勢調査によるもの）。
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地域ものづくりシリーズ①・②」が挙げられる11。とりわけシリーズ②では　シリーズ①で作成さ

れた中国地方産業集積マップを踏まえて、広島県東部から岡山県西部にまたがる「備後・井笠地域」

に着目し、その製造業集積の形成や特性が指摘されている。つまり、当該地域において繊維関連

（繊維、衣服・その他）、金属・機械関係（鉄鋼、非鉄金属、一般機械）、電気機械関連（電気機械、

電子部品、デバイスなど）の3分野で特に集積が確認されており、また、かかる産業集積の形成・

進展において、当該地域の伝統産業における技術や資本の蓄積が有効に働いていたとの示唆も多

く行われている。当調査研究は　その後の研究が常に立ち戻ることになるスタンダードな研究で

あるが、現状分析として特定の時期（2001年前後）にのみ限定していたため、地域内産業構造と

集積の時系列的な変化に関心を向けておらず、課題として残したままである。実際、近年、植田

浩史による一連の産業集積研究でも指摘されているように12、1980年代以降、とりわけバブル崩

壊以降、中小企業をとりまく経済環境が激変し、実態としての産業集積も①集積の量的縮小（企

業数の減少）、②集積内部での効率的な分業から取引の広域化、国際分業への移行、など様々な問

題を抱えるようになっていった。そのなかで、「産業集積の内部に存在することで、中小企業が

受動的にメリットを得られる時代はもはや終わりを見せている」として、産業集積の量的縮小に

対する集積自体また中小企業の対応のあり方に関する実証分析が産業集積の今後の展望にあたっ

て重要な課題であると強調されている13。本稿でもかかる観点に立脚して備後地域の産業構造の

時系列的な変化を強く意識して分析を進めたい。ただし、産業集積の実証分析は別稿に譲る。

なお、分析にあたって、以下の点に注目する。第1節では、備後地域企業の海外進出の状況を

確認するとともに、早期海外進出企業の経営パフォーマンスを検討する。第2節では　備後地域

経済の構造変化を様々な統計資料に基づいて分析し、1990年代以降の備後地域経済の問題点と課

題を明らかにする。おわりでは、第1・2節での分析結果をふまえて備後地域の持続的な発展のた

めの提言を行う。

1．備後地域企業の海外進出

1．1　広島県の海外進出状況

ここで備後地域企業の海外進出の状況を分析する前提として、広島県の状況を確認しておきた

11日本政策投資銀行中国支店（2004）。日本政策投資銀行中国支店（2005）。

12　植田（2004）。植田編（2004）。

1：）なお、ここで産業集積のメリットとは、植田浩史の研究整理によると、「①i多数の企業の集積を基盤にした企業間・

業種間の分業による専門化や競争関係の進展、②広範な分業関係による技術や受注可能領域の拡大、③多様な受

注に対応するための分業の調整費用の低ざ　④利用口J能な資源の蓄積による創業や事業転換の可能性の高さ、⑤

以上の事業環境を通じた個々の企業やネットワーク、地域といった各レベルでの技術水準や製品企画力・開発力

の向上」である（植田編（2000、11頁））。
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い。表1は、1993－2013年における海外進出日本企業の本社所在県別出資企業数上位10位都

道府県の推移であるが、それによると、1990年代後半以降、静岡と長野の伸びにともない広島が

1993年の8位から10位に後退し、また、その増加倍率が1．15倍にとどまっており、上位10位

都道府県と全国の平均水準（1．27倍と1．30倍）を大きく下回っている。他方、広島県企業出資件

数の推移については、図1によると、1993年の103件から2013年に240件に達しており、そ

の増加倍率が全国平均の2．22倍を上回って2．79倍であった。また1社当たり出資件数が同期間

表1海外進出日本企業本社所在県別出資企業数上位10位都道府県の推移

No　　　1993年　　　　　　　　　　2000年　　　　　　　　　　2005年　　　　　　　　　　2010年　　　　　　　　　　2013年

地域　企業数（0。） 地域　企業数（00）　　　　地域　企業数（00）　　　　地域　企業数（Oo〉　　　　　地域　企業数（no）

1東京　　十674　485：　＞東京　1821434∴∴∴＞東京　1，798　436∴東京　1861　447：　＞東京　2，040　456

571165∴∴∴ニ大阪　　　662158∴∴∴‡大阪　　　591143∴∴∴＞大阪　　　561135∴∴∴＝大阪　　601134

213　　62∴∴∴；愛知　　　316　　75∴愛知　　　314　76∴∴∴＞愛知　　　321　77：　　≒愛知　　350　78

160　46：　＞神奈川　195　47：　＞神奈川　　213　52∴∴∴＞神奈川　　232　　56：　　＞神奈川　240　54

107　　31：　　＞兵庫　　148　　35∴兵庫

72　　21∴∴∴＞埼玉　　126　30：　　＞埼玉

静岡　　　88　　21　　‡静岡

京都　　　84　20　　　＞京都

広島　　　65　16

福岡　　　57　14

149　　36　　　＞兵庫

105　　25　　　＞埼玉

95　　23∴∴∴‡静岡

94　　23∴∴∴‡京都

64　16　　‡長野

62　15　　‡広

134　　32　　　≒兵庫　　156　　35

108　　26　　　；埼玉　　114　　25

98　　24　　　＞静岡　　102　23

92　　22　　　＞京都　　　92　　21

69　17　　‡長野　　　70　16

64　15　　‡広 69　15

小計　　3562　850 小計　　3、485　846　　　　小計　　3、540　851 小計　　3，834　857

全国　　3，4541000 全国　　41931000 全国　　4、1201000　　　全国　　41611000

出所）『海外進出企業総覧』（各年版）東洋経済新報社。

注）集計対象は日本企業の出資比率合計が10％以上（間接出資を含む）の現地法人である。

全国　　4，4751000

（1社当たり出資件数）

170
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図1広島県における海外進出日本企業出資企業と出資件数の推移
出所）『海外進出企業総覧』（各年版）東洋経済新報社。
注）集計対象は日本企業の出資比率合計が10％以上（間接出資を含む）の現地法人である。
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にはl・7件から：3・5件へと2倍の増加を示しているが、その水準は全国平均と格差が大きく開い

たままである。業栖別田資件数については1997年・2007年・2013年における状況をまとめ

た表2でみると、製造業が圧倒的シェアの高さを示しているにとどまらず、全国の製造業シェア

が減少しているのに対して2000年代後半以降も群加基調にあり、そのなかで輸送用機器が中心

（2割）でありながら、機械、電気機械も上昇傾向を示している。一方、卸売業については、出資

件数のシェアが2000年代後半以降減少しつつあるが、絶対件数が磯城や輸送用機械を中心に増

加傾向にある。表3は、公益財団法人ひろしま産業振輿機構の調査資料に基づいて整理した1993

年と2013年における広島県海外進出企業地域別海外進出時期別事業所数の分布であるが、それ

によると、その特徴として、①プラザ合意以降、事業所数が急増し、海外進出が本格化したこと、

②事業所分布が1980年代後半にはli剛こ北米、NIES、アセアンが中心だったが（表3の1993年

調査）、1990・2000年代には北米とNIES（韓国と台湾）の減少に対して、中国が激増をみせて

いたこと、③ただし、2011年以降、アセアンと中国が前の時期（2006－10年）に比して倍増

と半減を呈していることにみられるように、短期間のうちに、アジア内部において進出先の分散

化が進展していること、の3点が指摘できる。

表2　全国と広島県本社日本企業の業種別出資件数の推移

2013年　　　　　　　2013／1997

4∴諾1品書も㌔「誓。豊4　12，981　431143　596

1　　　7日　　　24　　　5　　2－1　　107　　2．50

3　　　583　　19　11　　46　　　059　　085

9　　2，037　　68　　　　　　　　　工76　0．00

4　　　340　　11　13　　5．4　　167　　2．17

2　　　596　　20　　　　　　　　　　143　　000

334　　11　　7　　29　　103－

全国　　％　広島　　％

製造業　　　　　10，805　470　101　5

食料品　　　　　666　　2－9　　2

繊維業　　　　　990　43　13

化学　　　　　1．158　　50　　7

ゴム“皮革　　　204　　09　　6

鉄鋼業　　　　　418　18　　4

非鉄金属　　　　324　14

金属製品　　　　451　2．0　　3　17　　　717　　24　　8　　33　　159

機械　　　　　　961　42　　9　　50　1．544　　5119　　79　　161

電気機器　　　2．015　　88　　3　17　　2．172　　7．2　　9　　38　　108

輸送用機器　1，558　　68　　38　21．2

精密機器　　　　300　13　　4　　22

その他　　　1，760　76　12　　67

卸売業　　　　　　5．447　237　　38　212

繊維製品　　　157　　07

化学製品　　　　442　1．9　　6　　34

2．321　　7．7　　53　221　149

375　　12　　　4　　17　　125

1．251　42　14　　5．8　　071

8，786　292　　63　263　　161

184　　　06　　1　　04　　　117

840　　28　　　　　　　　　　1．90

2．18

181

1．62

130

125

1二重

131

機械　　　　　　849　　37　　6　　34　1，852　　62

電気機器　　1．291　56　　5　　2．8　　2，339　　78

輸送用機器　　　444　19　10　　5．6　　　720　　2

精密機器　　　　443　19　　1　06　　　576　19

その他　　　　1，821　79　10　　56　　2，275　　76

その他　　　　　　6，758　294　　40　223　　8339　277

合計　　　　　　　23，0101000　1791000　30，106100

出所）『海外進出企業総覧（会社別編）』各年版、東洋経済新報。
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備後地域における企業の海外進出と地域経済の課題一高付加価値産業の創出と育成に「帥ナて－

表3　広島県海外進出企業地域別海外進出時期別事業所数の分布

地域 劍��s�D縱��ﾃsSsX�ﾃ�����ﾃゴド�ﾃ�������ﾃ店��塗�ﾃ�������ﾃ�X���h�ﾃ�����ﾃ�2�不明 俘xﾇb�

1 9 9 3 �4��アセアン NlES 中国 ��������(������������������H������#H����������R�1 �3r�c"�3��

2　　　　4　　　　7　　　　8　　　35　　　　　6 

ン ア �3　　　　7　　　　21 �"�

その他 �������������������迭�

中東 北米 �1　　　2　　　　3　　　　8　　　46　　　　　6 �"�68 

年 �(i>ﾉ¥B�8��ｸ8ﾘ6(7���������8��R�(��H������#�#���3 ����32�

オセアニア �2　　　　　　　　　　　　　2　　　　6　　　　1 �11 1 

その他 �1 

合計 �9　　13　　10　　　32　　136　　　　50 唐�258 

2 �4��アセアン ��������X������������X������#�������#(������#8�������h��������3��1 ��3B�

韓国 ��������������������������X��������(�����������������������������2���B�

ジ ��I���1　　　4　　　　2　　　　2　　　　　　　　　2　　　　　1 ��B�12 

ア �(hﾙ��1　　　　　　　　　　　　5　　　31　　22　　　74　　　46　　　　21 �214 

0 1 3 凾ｻの他 ��������8�����������������(������������唐�

中東 北米 �5　　　3　　1　　　3　　12　　　　3　　　6　　　　5　　　　　　　　1 ��39 

年 �(i>ﾉ¥B���������������������������(����������������(��������������������b���R�

ヨーロッパ �4　　1　　2　　　6　　　6　　　　5　　　5　　13　　　5　　　　3 �50 

オセアニア �2　　　　　　　　　　　　　　　　5　　　　2　　　　　　　　2 �11 

合計 �12　　　8　　　9　　11　　54　　　66　　　63　120　　　73　　　　66 ��R�497 

出所）『海外進出企業ダイレクトiノー』広島県国際経済交流協会、1993年。『海外進出企業ダイレクトリー』公益財 劔団法人ひろし 

ま産業振興機構、2013年。

1．2　備後地域の海外進出

まず、公益貝伸輔去人ひろしま産業振興機構の最新2013年度調香資料にもとづいて作成した表4

で備後地域企業海外進出の状況をみよう。企業数・事業所数が59社・134事業所で、県全体（187社、

497事業所）の32％・27％を占めており、l社企業当たり事業所数が県平均より若干少ないこと

がわかるo業種別事業所数については、製造業では　衣服（19）や機械器具関係（一般磯城器具

20、竃気機械器具6、輸送用磯城器具3、精密機械器具9の計38）、造船（15）に、非製造業では、

卸売・小売・飲食店（13）、運輸（9）、サービス（6）にそれぞれ分布している。従業員数につい

ては、国内・海外事業所ではそれぞれ16．941人、16．826人であり、そのうち、製造業では海外

が15，812人（うち日本人85人）で回向の10，128人を大幅に上回っており、内外比率が1．56に

違している。ちなみに、内外比率が1以上の業種として、製造業では衣服（3．99）、木材・木製晶

（l・3）、プラスチック（2・1）、非鉄金属（2．3）、金属（3．2）、造船（46．3）、非製造業では運輸（1．3）

が表4で確認される。

では、いかなる規模の企業が海外進出していたのであろうか。それについて、表4にある従業

員規模別企業分布でみると、製造業では従業員規模300人以下の中小企業が34社、非製造業で

は従業員数規模100人以下の中小企業が12社で計46社となっているが、さらに、残りの13社

について中小企業基本法に基づいて資本金規模をみると、中小企業の基準を満たす企業が8社あ

ることから、海外進出の中小企業が製造業40社と非製造業14社の計54社となる。ちなみに、

大企業（従業員数規模と資本金規椴でいずれも中小企業の基準上限を上回る）は北IiI鉄」二所（一一

－34



備後地域における企業の海外進出と地域経済の課題一高付加価値産業の創出と育成に向けて－

表4　備後地域企業海外進出の状況（2013年6月現在）
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備後地域における企業の海外進出と地域経済の課題一高付加価値産業の創出と育成に向けて一

般機械、1，122人、86億4，000万円）、早IiIゴム（ゴム製品、342人、4億9，433万円）、リョー

ビ　〈非鉄金属、2，074人、184億7，219万7，908円〉、ローツェ（精密機械器具、341人、9億8，277

万5，000円）、青ili商事（卸売・小売、5，494人、625億471万円）の5社である14。海外事業所

の業種別進出先別分布については、金属、機械器具（一般機械器具・電気機械器具・輸送用機械器具・

精密機械器具）、造船が中国（糖蜜機械器具企業は末進出）やアセアン（タイ、ベトナム、フィリ

ピン）に、衣服製造と運輸・通信や卸売・小売など非製造業が中国に集中分布している。その進

出時期については、広島県全体の動向より遅れて90年代初頭以降、衣服や造船を中心に本格化し、

2000年代以降、機械器具や非製造業（卸売・小売や運輸・通信、サービス）が加わることとなる。

海外事業所の進出時期別・進出先別分布を表5でみると、1990年代初頭にはアセアンと中国が中

心であったが、2000年代以降、中国を軸に据えながらも、タイやベトナムへの進出増加によりア

セアンでの多角化が急速に進展しつつあることが特筆すべきである。ちなみに、2010年以降のア

セアン進出ペースが2000年代の年間1．4事業所から2．5事業所へと急増しているのに対して、中

国のそれが3．3事業所から2．8事業所へと減速している（表5）。

つきに、早期海外進出組の経営パフォーマンスを検討しよう。ここでいう早期海外進出組は表

6に示すように、公益財団法人ひろしま産業振興機構の1993年と2013年度調査資料「海外進出

企業ダイレクトリー」に基づいて抽出した長期持続的海外事業展開の9社（青山商事、石井表記、

北川鉄工所、コーコス信岡、大呂、タカヤ商事、立川林産、古川製作所、リョービ）である。

まず、海外事業の経営パフォーマンスの特徴として、つぎの3点が指摘できる。第1点は　20

年以上にわたって長期持続的に海外事業展開が行われている点である。9社の事業所数が1993年

表5　進出先別事業所海外進出時期

北米　　　　　　　　　　　　2　　　2　　　3

中南米　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

ヨーロッパ　　　　　1　　1　　　　　　3

オセアニア　　　　　　　　　1

∴　合計∴∴∴1：∴　8慈蘭鰹態擬態蘭騒18
出所）『海外進出企業ダイレクトリー』公益財団法人ひろしま
産業振興機構、2013年。

14　公益財団法人ひろしま産業振興機構（2013）。
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備後地域における企業の海外進出と地域経済の課題一高付加価値産業の創出と育成に向けて一

表6　早期海外進出組9社の経営パフォーマンス

闇∴卸売小売　器蛙難　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鯖簸立年、従業員数、売上、主要製品1

201拒5494　6255第一軸部　　2　舗　　　聞年、22人、売上ユニ蝿吐旦

上海∴∴∴∴2005年、60人、売上1700万元

2　株、石井表記　一触鮒鰭具製造∴福山市199時　250　1491軌営業課

葉

3　7イijヒン　　1989年、迎△、156万臓、シルク印刷など

シンガポール　1991年、ジェットスクラブなど

アメ肋 間1年、ジェットスクラブなど

2013年　328∴∴3ディスプレイ事　3　シン荊－ル　開年、2人、ジェットスクラブ

業組マシナi十　　ブイ北ン　　198時追込、637万栂、シルク胴など

事業部 掴蘇州′　2007年、3人　　　　　　　　　　　一

3　株刷陰工新　一鵬鶴具製造　細石199時　間5　664エ鮨難治　3　アリ）カ　　198時、8人、300万咽、鵬用チャック、ソノンダー

外営業室　　　　イギリス　　1987年、21人、465時£Stg、同上

イギリス　　1989年、10人、720万雛厄、同上

2旧年　用2　864工機事業部活　6　7メ肋∴∴∴2000年、33人、不明、艦用チャック、ゾルゲ、NC円テーブル

外営業室　　　　　イギ）ス　　1987年、5い、不明、同上

シン捕－ル　2009年、i名、不明、同上

タイ　　　　200蒔、454人、不明、自動車や建設機械などの鋳造製品

中国止掛∴∴2009年、8人、不明、旋盤用チャック、ゾルゲ、NC円テーブル

中国（薄陽〉　∴2010年、9人、不明、旋盤用チャック

4蘭コーコス信岡　衣服－その他の雛　福山市1細年　215∴∴十日生産部

製品　　　　　　　　2013年157　170生産部

5　尉大呂　　　相、大難製造　店沖市199彊130　　03鰯謀

201泊142　　013鰯課

6妨幅古株　卸小売、飲創主∴福山市199時　264　　018管理本部

2013年　282　　08管理本部

1　中国　　　1994年、202人不明、メンズワーキングウェア、メンズカジュアル

2　へけム　　1997年、302人、‖2万8797咽、ルズワーキングウェア

中国香港、　200南、不明、3130万7716順、手袋、靴下

1マレーシア　198時、100人、亘迎互趣、鰯、家具部材

1マレーシア　198時、98人、卿何時同上

1タイ　　　　199時、140人、6500万日、ジーンズ

2　タイ　　　　199時、160人、7710万日、ジーンズ

中国山海〉　1995年、170人、3810万元、ジーンズユニフォーム

7立川林産掛∴フ間木製品製造∴橿山市1鞘年∴雄　045宮親疎∴　　1ニュージーランド198時、130人、3000万州Z、ニュージーラン唖梱包私ニュージーラバ松延納　　　　0

201時　48∴∴用海外事鄭　1ニュージーランド1989年、245人、800栃州Z、ニュージーランド松梱包材、ニュージーラン唖建鮒、ニュージー

ラン咽家具・木工用材、米松建築材

8　株古lii製作所　一馳搬具　　三原市1993年　300　　時垣外業務部　　1台湾 1987年、1人、真空包雛、真空スキンハック機、充填シール機　　　　　　　　　　×

201時　272　　輪　　　　　　2　青島　　　　2003年、不明　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規

タイ　　　　2013年、不明

9リョービ株）　j脱会届製造∴∴∴府中市1993年　24451842企画部 6　7刈カ　　1974年、186人、電動工具、建築用品、園芸用機器

ア刈カ∴∴∴‖剃年、8人、グループ会社の総括管理

ア刈力　　　棚蒔、旦ZAダイカスト製品

7月カ　　1986年、738人、園芸用機器

フランス∴∴∴‖鵬年、66人、電動工具、園芸用磯器

オーストラiJ7　1982年、用人、電動工具、建築用品、園芸用機器

2掴年　20741847企画部　　　　7　7メ肋∴∴∴剛蒔、坦ムダイカスト製品

イギiJス∴∴i剛時、234人、ダイカスト製品

タイ　　　　201席、97人、ダイカスト製品

メキシコ　　　2007年、307人、ダイカスト製品

中国江覚∴∴20日雇、227人、ダイカスト製品

中国大連）　1994年、服4人、電動工具、建築用品

中国大連）　2005年、購5人、ダイカスト製品、ダイカスト用金型

出所鴨外進出企業ダルクトリー肱島県国際経済交灘会、1994年椋鴨外進出企業ゲイレク単月公益財団法人ひろしま産業麒機構、201癌

I主、0事業所の鰯、Xは事業所閉鎖i撤退、新規事業所の新規開設

から2013年にかけて18から25へ増加しており、そのうち、1970年代と1980年代にはそれぞ

れ1社1事業所（アメリカ）、6社12事業所（アメリカ4、イギリス2、フランス・ニュージー

ランド・オーストラリア・フィリピン・マレーシア・台湾各1）があったように、早期海外進出組

の大半が1980年代に海外進出を本格化させたのである。第2点は、海外事業の経営規模拡大を

実現させた点である。たとえば、青山商事台湾事業所の売上高は開設時の1993年から2013年に

かけて1．5億NT＄規模に達している。石井表記のフィリピン事業所の従業員数・売上高は1993

年の50人・156万US＄から2013年には105人、637万US＄へとそれぞれ2倍と4倍の急激

な拡大ぶりを示している。大呂のマレーシア事業所の従業員規模が20年間にわたってほぼ変わっ

ていないものの、売上高が520万M＄（193万US＄）から800万M＄（244万US＄）へと増大し
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備後地域における企業の海外進出と地域経済の課題一高付加価値産業の創出と育成に向けて－

ている15。立川林産のニュージーランドの従業員数・売上高は同期間において130人、3，00（坊

＄NZ（5，367万US＄）から245人、8，000万＄NZ（9，756万US＄）へとそれぞれ顕著な増加を見

せている。リョービの1985年開設米国事業所では　後述するように、1990年代以降における米

国の4か所事業所の再編が行われていたこともあり、1993年には217人だった従業員数が2013

年には833人に膨らんでいたのである。第3点の特徴は海外展開を撤回せずに、現地事業所の再

編や新規投資が積極的に行われている点である。たとえば、北川鉄工所については　アメリカと

イギリスでは事業所の再編が進められる一万、2000年代初頭以降、アジア（順にタイ、シンガポー

ル、中国）への本格的新規投資が行われている。コーコス信岡でも、この間に中国事業所の撤退

と、ベトナムと中国香港への新規投資が進められている。古川製作所では同様に、この間に台湾

の撤退と、中国青島とタイへの新規投資が行われた。さらに、リョービでは、1980年代にみられ

たアメリカの4事業所が1事業所に再編される一万、1994年の中国大連事業所開設を皮切りに、

アジア（中国とタイ）への新規投資が積極的に進められていた。またそうしたなかで、多くの企

業が海外事業部を増やす方向で海外進出を進めていることに大きな特徴が表れている（青山」商事、

北川鉄工所、コーコス信岡、タカヤ商事、古川製作所、リョービの6社）。

つきに、国内事業における早期海外進出組の経営パフォーマンスについては、長期持続的海外

展開が本社における経営規模の拡大（従業員数増）、または経営基盤の強化（資本金増）に寄与し

ていることが特徴として指摘されなければならないであろう。1993からの20年間において従業

員数と資本金がともに増加した企業が青山商事、立Iii林産の2社で　従業員数のみが増加した企

業が石井表記、大呂、タカヤ商事の3社で、資本金のみが増加した企業が北川鉄工所、コーコス

信岡、リョービの3社である。9社のうち8社が海外展開推進、国内事業の経営規模の拡大と経

営基盤の強化、の両者またはそのいずれかを行っていたことが「産業空洞化」と相容れない動き

として注目すべきであろう。

以上のように、備後地域企業海外進出の特徴として、①広島県に遅れて90年代初頭以降、製造

業中心に海外進出が本格化していったこと、②その進出先が一貫してアセアンと中田が中心であっ

たが、2000年代以降にはアセアンの多角化が急速に進められていること、③輸送機械企業中心を

特徴とする広島県全体の動向に対して、備後地域においては、製造業では　衣服や一般機械・精

密機械器具、造船、非製造業では、卸売・小売、サービス、運輸業というように、多様な企業が

進出していること、④金属・機械器具・造船が中国やアセアンに分散しており、衣服製造業と運輸・

通信や卸売小売など非製造業が中国に集中していること、⑤早期海外進出組の経営パフォーマン

スにみられるように、長期持続的に海外事業展開を行うことが本社における経営規模の拡大や経

営基盤の強化に寄与していること、の5点が指摘できる。

15　為替レートはB。ar。of（i（）、／▼emC）rSOftheFederalReserveSystem（連邦準備制度理事会HP）httI，‥／／www

fecleralreserve．g（）ヽjreleases／HlO／hist／defaLllt1999．htmを参照。以下も同様。
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2．備後地域経済の厳しい状況

2．1産業構造の変化

まず、表7で2000－2011年における広島県・備後地域（4市）の産業別総生産額推移を確認

すると、広島県では、産業別総生産額とその構成ともにこの間にほぼ変動はみられないのに対して、

備後地域では大きな変動を呈している。その特徴として、①総生産額が16％も低下し、そのなか

で第2次産業の鉱業（79％）・製造業（31％）、第3次産業の卸売・小売業（31％）の低下幅が最

も顕著であること、②こうしたなかで製造業につぐ最大産業部門であるサービス業の総生産額が

4，947億円から5，460億円へと10％増加していること、③構成比では、最大部門である製造業とサー

ビス業との差が、総生産額における製造業の大幅な低下とサービス業の増加により縮小しつつあ

ること、の3点が挙げられよう。

つきに、2001－2011年における備後地域産業別事業所数・従業員数の推移を表8でみよう。

全体の事業所数と従業員数ともに大幅に減少しているのみならず、産業別でみても、第1次産業（農

林漁業）と不動産業を除くほかの産業部門が軒並みマイナスであった。そのなかで最も減少幅が

大きかった部門が事業所数・従業員数ベースではともに、最大のシェアを占める三大産業部門と

しての「卸売・小売、飲食店」、サービス業、製造業となっている。この三大産業部門は単に事業

所数と従業員数における構成比の高さによるものではない。経済センサスの調査に基づいて作成

した2011年度備後地域各産業売上高・付加価値額・付加価値率を示す表9によれば、売上高と

表7　2000－11年度広島県・備後地域の産業別総生産推移

産業別　　　2。。。護県（百万円詫年度　　2。。。年髪型市計（諾茎葉　増減率 

第 1 僞���ｼh����������������������c��C�ォ������CX������cH�3S��������Ch�������h�33��������CX�����x�3�#X������Cx��������C��

林業　　　　13．418　0．112，552　0．11，589　0．12，768　0．174．2 水産業　　　　21，074　0．214，046　0．1　3，423　0，11，9610．1－42．7 

次 
小計　　　　　　　　95．676　　0．8　　　91189　　0．8　　　2十323　　0．7　　　22，655　　0．9　　　6．2 

第 2 俎ｨ��ｼh�����������������������H�C��(������C�������(�3c��������C���������(�3#s�������C�������Cs�������C������ﾃs��C��

製造業　　　　2，468，18121．22．650．365　23．9　工098，81835．1763，37729．0　－30．5 建設業　　　　731，772　6．3　470，433　4．2173．393　5．5139，267　5．3　－19．7 

次 
小計　　　　　　3，213．955　27．7　3，123，406　　28．2　1，274，495　40．7　　903，122　34．4　　－29、1 

第 �6Hｴ8�Y|ﾘ-ﾙ�Y;仂h������������#�(�CャH����(�CH����33X�C�Sx����8�C�������C(�CツX����CH������cX�3�#(����(�CX������S8�C��

卸売・小売業　　　　　　1，803．127　15．5　1，465．573　13．2　　　345，168　11．0　　239．572　　9．1　－30．6 

金融・保険業　　　　　　　　512，151　4，4　　421，912　　3．8　　117，853　　3．8　　93，127　　3．5　　－21．0 

不動産業　　　　　　　　1，371．010　11．8　工225．650　11．1　　341，456　10、9　　272，537　10．4　　－20．2 

運輸・通信業　　　　　　　　878，970　　7、6　　954，980　　8．6　　　247447　　7．9　　218，950　　8．3　　－11－5 

3 次 �5H�ｸ7(5鮎h����������������(�C#�X�3�3������C���(�3�Ch�3�#8�����CH������C滴�3s�(���X�C�����SCX�C塔(��#��C��������CB�

サービス業（広義）小計’7．053，172　60．了　6，550．195　59．2　1，589．49150．71，436，090　54．6　　－9．7 

政府サービス生産者　　　1．078，226　　9．3　1．074，938　　9．7　　　213，667　　6．8　　219，430　　8．3　　　2．7 

慧詰問非営利サ‾ビ175▼0701・5　230・145　2・1　35i2481」郁011・8　32－8 

小計　　　　　　8，306．468　71．5　7，855，278　　71．0　1，838，403　58．7　1，702，322　64．8　　－7．4 

総生産合計　　　　11，616．099100011．069，8731000　　3，134，2201000　2．628．0981000　　－161

出所）『広島県市町村民所得推計結果報告』（2000年度“2011年度）広島県。
注）総生産は輸入税加算、帰属利子及びその他控除前のものである。
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表8　備後地域産業別事業所数“従業者数の推移

2001年（A）　　　　　　　　　　　2011年（B）

産業別　　　　　　事業所数　　　　従業者数　　　　事業所数　　　　従業者数

（％）　（人）　　（％）　　　　　（％）　（人）　（％）
事業所数　従業者数

農林漁業（除個人経営）　　　　　78　　02　　　　842　　02　　　　99　　03　　1，337　　04　　　　　21　　　495

鉱　　業　　　　　　　　　　　　15　　00　　　　82　　0．0　　　10　　00　　　　84　　00　　　　△5　　　　　2

建　設　業　　　　　　　　　　3．662　　87　　30，717　　85　　2，876　　89　　22，427　　75　　　△786　△8，290

製　造　業　　　　　　　　　　5．583　132　　91．005　252　　4，073　12＿5　　79，223　264　　△1，510　△11．782

電気・ガス・熱供給・水道業
運輸“通信業
卸売“小売業，飲食店
金融“保険業
不動産業
サービス業
公務（他に分類されないもの）

総　　数

51　　01

工258　　30

17，267　　408

647　　15

1，659　　39

11，834　280

262　　　06

42，3161000

1，714　　05

22．180　　6．1

102，773　　284

7，693　　2．1

3．891　11

93．519　　258

7．379　　20

361．7951000

△31　　△810

△205　　　　　14

△5，320　△2工140

△112　△十465

658　　　2，473

△2，285　△13，548

△262　△7，379

△9，837　△61，430

20　　01

1，053　　3．2

11，947　　368

535　　16

2．317　　71

9，549　　294

32，479100．0

904　　03

22，194　　74

8工633　272

6．228　　21

6，364　　21

79，971　266

300．3651000

出所）2001年は総務省統計局「事業所“企業統計調査報告」、2011年度は『平成24年度経済センサス』。

表9　2011年備後地域産業別売上高・付加価値額

（単位百万円）
付加価値額（％）
5，917　　0．6

売上高（％）
59，192　1．2A～B農林漁業

C鉱業，採石業，砂利採取業
D建設業
E製造業
F電気・ガス”熱供給“水道業
G情報通信業
H運輸業．郵便業
！卸売業，小売業
J金融業，保険業
K不動産業，物品賃貸業
L学術研究，専門“技術サービス業
M宿泊業，飲食サービス業
N生活関連サービス業．娯楽業
0教育，学習支援案
P医療，福祉
Q複合サービス事業

22，953　　05

18，898　　0．4

51，202　1．0

45，719　　0．9

82，356　17

157，301　32

24，085　　05

229，753　　4．7

Rサービス業（他に分類されないもの　115

サービス（L～R）小言

6，960　　07

4，759　　0．5

17，122　1．7

19，069　18

29，917　　29

33，158　　32

11，567　11

128．603　124

134　　23　　　4

・出所）総務品瀧品「平成2。年嵩悪投嵩苗器98100・0－

付加価値額ではともに、製造業（36％、33％）を筆頭に卸売・小売業（32％、21％）、サービス業（L

～R）（13％、26％）が上位3位にランクインし、大きなプレゼンスを示している。

最後に、1997－2011年における備後地域雇用者報酬・財産所得・企業所得の推移を図2でみ

てみよう。企業所得（右目盛）については　備後地域全体では81％増の広島県を上回り、93％の

大幅増を示しており、そのうち、尾道（168％）と三原（96％）の増加率が最も顕著であった。一

方、雇用者報酬と賃金俸給（左目盛）が、備後地域と広島県ではこの間に軒並み20％以上低下し

たが、備後地域の低回畠が大きく、そのなかでもとりわけ県水準以上に低下したのは府中、三原、

福山であった。雇用者報酬減少の原因は、全国の状況を検討した岡田和弘の研究に依拠すれば「雇
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図2　備後地域雇用者報酬・財産所得・企業所得の増減率（1997－2011年度）
出所）『市町民経済計算』（1997年度、2011年度）広島県。

用音数の減少と非正規雇用化・ワーキングプアの増大」にあるとされている16。このことは前述

した2000年代における備後地域内の事業所数と従業員数の減少によっても裏付けられているの

ではないかと思われる。

以上のように、近年における備後地域の産業構造の特徴として、①総生産額では製造業の低下

とサービス業の増加により、構造変化が生じつつあること、②しかしながら、総生産額規模の縮小、

また事業所数・従業員数における二大産業部門（製造業、卸売・小売業、サービス業）の顕著な

減少が進行していること、③さらに、地域全体の雇用者報酬が企業所得の大幅な増加と対照的に

大幅に下落していること、の3点が指摘できる。このことから、備後地域の「集積」規模が急速

に縮小に向かいつつあることが伺われよう。

2．2　製造業の構造変化

ここで製造業に着目してその構造変化の考察を行いたい。製造業に着目したのは前述したよう

に、製造業が備後地域全産業の総生産額・事業所数・従業員数・売上高・付加価値額ではいずれ

も最大規模の構成比を占める重要な産業部門であったからである。

2．2．1備後地域製造業の長期的動向

まず、事業所数と従業員数の推移を図3でみると、事業所数と従業員数ともに、1980年代前半

16　岡田・高野・渡辺・秋元・西尾・lii西（2013、32頁）。
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図3　製造業事業所数と従業員数の推移
出所）『工業統計表』（各年版）。

400000000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6 0 

350000000　　　Xi＼iiX－IiX詰）i潮i）－∵霊霊／言へ∴50 

300000000　　　　XXX×　　　　　　　　　　　付療繊軽輩会臥着船 

×　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40 

×1 250000000 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　× 

×＼×　　　　30 

200000000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　薫融繍＼郡　　　　XXX 

150000000　　　　　クニクク等ミミieeGeeeeク、 

100000000才専〆∵∵∵二幸亨へ三∵0 

50000000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0 

萎軍書害富ままま富まggggまま含ま888ggggggggg＝…… 　一一実質出荷額（万円）－‘雪，・雪，実質付加価値額（万円） 

図4　実質出荷額“付加価値額と付加価値率の推移
出所）『工業統計表』（各年版）。総務省統計局統計調査都消費統計課物価統計室『消費者物価指数年報』。
注）デフレーター（消費者物価総合指数）は2000年基準である。

の停滞から後半に増加基調に転じたが、1991年のバブル崩壊を契機に20年間にわたって減少を

続けており、そのなかで2000年代以降における事業所数の減少幅が従業員数のそれより顕著で

あった。つぎに、実質出荷額・実質粗付加価値額・付加価値率の推移について図4で確認しよう。
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図4によると、実質出荷額が1990年代の停滞を経て、2000年代初頭から一転して増加を続け、

2008年に史上最高の3兆5千億円に達する勢いをみせていたが、リーマン・ショックにより再

び大きく減少していった。ただし、その水準はなお1990年代と2000年代初頭を上回る高い水準

にある。産業活動を通じて新たに生み出した価値を示す実質粗付加価値額が1980年代の上昇基

調から1991年以降、小刻みな変動を繰り返しながらも減少しつづけており、とりわけ2005年以

降の減少幅が大きかった。一方、付加価価率（粗付加価値額／出荷額）は1980年代から2000年

にかけて上昇をつづけたにとどまらず、　▲質して全国水準を上回っていったが、2000年をピーク

に激減しており、そのなかで2007年に全国水準を下回り、また、下回ったのを画期として急速

に全国水準との差を広げていったのである。最後に、図5で備後地域製造業の牛l毒性指数の変動

を確課しよう。前述したように、2000年代以降の事業所数の減′卵高が従業員数より大きかったこ

とから、同時期の1事業所当たり従業員数が大きく上昇に転じている。ただし、その伸び率が全

国水準にははるかに及ばないものであった。また2000年代以降の従業員数の減少と実質出荷額

の大幅な上昇が影響して、結果的に、1従業員当たり実質出荷額が2000年代以降、全国の伸び率

を上回るスピードで急増していた。ただし、2002－12年において1事業所当り従業員数の増加

率（14％）が1人、申フ出荷額のそれ（35％）より低いことを考えると、雇用の増加を極力抑えて

年産性の上昇を実現していることがわかる。さらに、1従業員当たり実質付加価値額は1980年代

から2000年代初頭にかけて全国の伸び率をはるかに上回る水準で上昇を続けたが、2005年をピー

クに急激に低下し、2000年代後宮二は1980年l層姿半の水準に大きく後退したのである。

図5　生産性指数の変動（1980年：100）
出所）『工業統計表』（各年版）。総務省統計局統計調査部消費統計課物価統計室『消費者物価指数年報』。
注）デフレーター（消費者物価総合指数）は2000年基準である。
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2．2．2　備後各都市の動向

製造業全休の長期的動向でみたように、とりわけ2000年代以降、出荷額が上昇しても、事業所数・

従業員数・実質付加価値額がいずれも減少しているというように、地域経済が非常に厳しい状況

に直面している。以下では、そうした状況をふまえながら、2000年代を「中心に備後各都市の動向

について図6－9に依拠して考察を続けたい。

まず、図6で備後4両の実質出荷額をみよう。それによると、実質出荷額が高い水準で推移す

るなかで　福川が2000－12年に小さな変動を繰り返しながらも、一貫して6割精度の高いシェ

アを占めており、中核部巾として不動の地位を確立している。そのなかで　尾道が13％から20％

へとシェアを大きく伸ばし、‾三原と府中がシェアを大きく低下させていた。つぎに、実質粗付加

価値額を図7でみると、一貫して最大構成比率を占めている福山が目立って減少しており、その

地域内構成比が2000年代前半の6割強の水準から2010年代に入ると5割を切る水準まで低下

し、対照的に尾道が2000年初頭の1割強から2010年代には2割強へと拡大していった。さら

に、図8は備後4両製造業の付加価値率の推移であるが、それによると、全体的に都市間の付加

価値率格差が大きく拡大したことが最大の特徴として指摘できよう。その最大の要因は、①府中

が50％という高水準を維持し、また三原・尾道が2000年代後半に復調基調をたどっていくこと、

②対照的に、実矧Ii荷額・付加価値額で最大規模を誇る福山が2000年代初頭から減少を続け、

2007年には三原を下回り、最下位に転落するに至ったこと、の2点である。最後に、備後4両1

図6　備後4市製造業の実質出荷額（万円）
出所）『工業統計表』（各年版）。総務省統計局統計調査部消費統計課物価統計室『消費者物価指数年報』。
注）デフレーター（消費者物価総合指数）は2000年基準である。

44－



備後地域における企業の海外進出と地域経済の課題一高付加価値産業の創出と育成に向けて

図7　備後4市製造業の実質租付加価値額（万円）
出所）『工業統計表』（各年版）。総務省統計局統計調査部消費統計課物価統計書『消費者物価指数年報』。
注）デフレーター（消費者物価総合指数）は2000年基準である。

一一一・∴∴∴・∴・ ��ﾈ�ﾂ�　●●●● e牛重曹ささ：＼ 

ヽ ��(�X�X�X�������X�X�X�X�X�R�〆．・●　　　、ぁ 

ヽl ヾゝ �4��H�X�X�ﾈ���������X���

賀／′／（ ∵・‥∴∴　言や∴ �6ﾘ���

く多） ��h�����R�

図8　備後4市製造業付加価値率（％）
出所）『工業統計表』（各年版）。総務省統計局統計調査部消費統計課物価統計室『消費者物価指数年報』。
注）デフレーター（消費者物価総合指数）は2000年基準である。
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図9　備後4市製造業1人当たり実質粗付加価値額
出所）『工業統計表』（各年版）。総務省統計局統計調査部消費統計課物価統計室『消費者物価指数年報』。
注）デフレーター（消費者物価総合指数）は2000年基準である。

従業員当たり実質粗付加価値額（付加価値年産性）の動向を図9でみると、その特徴としてまず、

尾道と三原の躍進が指摘できる。尾道が2000年代には1，200万円程度だったが、2011年には

1，600万円へと増加し、その順位も最下位から三原につぐ2位へと躍進した。一方、三原が2000

年代後半の大きな伸びにより、それまでの3位から最上位に躍進し、その後もその地位を保持し

続けている。その原因として、後述する府中と福山の後退のほかに、三原と尾道ともに実質付加

価値額の伸び率が従業員数のそれより大きかったことが挙げられよう。とりわけ尾道に関しては、

2000年代以降、ほかの3市と異なって従業員数が増加基調にあるなかで、付加価値額の大幅な上

昇が実現したことが注目すべきである。つきに指摘すべきは　福山と府中の大きな後退であろう。

福山は2000年代半ば以降、府中はリーマン・ショックの2008年以降、それぞれ大きく後退し、

最下位に転落した。それは、従業員数と付加価値額ともに減少したなかで、付加価値額の減少幅

が従業員数のそれより大きかったためである。

そこで注目すべきは　一貫して最大規模の付加価値絶対額を示す福山の後退が備後地域の産業

規模・集積規模の縮小に決定的な打撃を与えている点である。

2．2．3　産業別生産動向

表10は業種別の生産動向を表している。まず、事業所数ベースでは　総数が減少するなかで、

／りレプ・化学・石油製晶・非鉄・輸送用機械器具が増加をみせているが、一方、比較的大きなシェ

アを占める食料品・繊維・金属・機械器具（▲般・電気・輸送の合計）が軒並み減少している。
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表10　備後地域製造業業種別の生産動向
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ただし、機械器具関連産業のシェアが26％から34％へと躍進したことは注目すべきである。そ

れは、総数が減少しているなかで、電気機械の堅持と輸送用機械の増加が大きく影響しているた

めである。また、従業員数ベースでは　千人規模増加のプラスチック・輸送用機械器具・食料品

を筆頭に、電機械器具・出版・非鉄・ゴムも増えているのに対して、繊維・鉄鋼・一般機械・家具・

木材がいずれも千人以上も減少したことが影響して、総数が1万人以上も激減した。こうしたな

かで事業所数ベースと同様に、機械器具関連産業のシェアは電気・輸送用機械器具の増加もあり、

38％から42％へと大きく上昇した。

実質出荷額では、重要な産業である鉄鋼業が3，500億円も増加したにともない、全体シェアも

22％から29％へと急増した。ほかにプラスチック、食料品も出荷額とシェアの増加を示している。

▲方、鉄鋼業とともに、地域内重要な産業の位置づけをもつ機械器具関連に関しては、輸送用機

械が増加したが、一般機械・電気機械が減少したことにより、出荷額の伸びが小さく、シェアも

37％から34％へ減少し、苦戦を強いられていることが読み取れる。

実質粗付加価値額では、実質出荷額とほぼ対照的な特徴が確認される。実質出荷額のシェアで

も増減額でも最大規模の鉄鋼業が2，300億円という最大規模の激減ぶりを呈しており、その影響

で全体シェアも22％から9％へと急落した。それにつぐのは945億円減の電気機械器具である。

そうしたなかで、プラスチック・食料品・一般機械はいずれも100億円以上も増加していること

もあり、そのシェアもそれぞれ大幅に拡大したのである。

最後に付加価値率をみると、付加価値率が同期間を通してほぼ半減しているなかで、増加して

いるのは順に一般磯城器具、木材、家具の3業種のみであった。一方、重要な産業としての鉄鋼

と電気機械器具がそれぞれ45％、25％という全体の平均を上回る減少幅を呈している。それは大

幅な実質粗付加価値額の減少によるものである。

2．2．4　業種別実質出荷額・実質付加価値額の地域構成比率

表11は2006・12年業種別実質出荷額・実質付加価値額の備後4市構成比率である。2006年

を統計に整理したのは2003年以降の市町村合併により統計上で把握できない町村の影響を考慮

したためである（表10の注3）。表11によれば、実質出荷額でも付加価値額でも、福山がプラス

チック製晶や非鉄金属を除くほぼすべての業種では5割以上の高い構成比率を占めていることが

わかる。たとえば、繊維・衣服、木材、窯業、鉄鋼、電機・電子部品全般である。家具・装備品

では府中と福山、パルプでは三原・尾道・福山、印刷と化学、金属製晶、　一般機械では三原・福山、

プラスチックでは尾道、輸送用機械器具では尾道と三原、非鉄金属では府中が主要な出荷額と付

加価値額創出の担い手となっている。

2．2．5　業種別生産動向分類：5タイプ

ここで、これまで検討してきた2000年代以降の業種別実質出荷額・実質付加価値額・付加価

値率の動向を5タイプに分類してみることを通して、備後地域経済の問題点を抽出したい。表12
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表11備後地域業種別出荷額総額の地域構成比率
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表12　業種別生産動向分類

タイプ 仂h霻�偃Ywi�h蝎&闔b�

1出荷額上昇、付加価値額上 �������{�����V�����3ゴH�｢�兀�(�鉄�4���Oi;���3��8�｢�

昇、付加価値率低下 �7�8ｸ7h�x鑛�ｹV����#X�｢�兀�(�鉄h�8�ｨ��蓼ﾋH��3�,ﾂ�

出　版“印　刷（410） 剳沁R（50％）、三原（369も） 

化　　　　　　学（－205） 剳沁R（49の、三原（32％） 

プラス　チック（2，685） 剩�ｹ（8090） 

窯　　　　　　業（－74） 剳沁R（839も） 

誓萱機馨雪（2iO50） 剳沁R（38％）、尾道（38） 
2　出荷額上昇、付加価値額低 �58������������ﾗﾈ���ﾃ(�3s�(�｢�兀�(�涛X,ﾂ�

下、付加価値率低下 儖�������������58���3��｢�儻ｹ(h�涛��.��｢�

金　　　　　　属（　－58） 剳沁R（38％）、三原（3496） 

3出荷額低下、付加価値額上 昇、付加価値率上昇 �<YLｨｻ������3S滴�｢�兀�(�鼎�塗�ｨ��蓼ﾋH��33塗�｢�

4　出荷額低下、付加価値額低 冦胃��ym��ｹV����ﾃ��3�sx�｢�兀�(�鉄涛h�｢�

下、付加価値率上昇 �hｾ��y�YOYV����ﾃ��338） 兀�(�鼎(�8�ｨ��Wｹ(h�鼎��h�｢�

5　出荷額低下、付加価値額低 �����査�x鮭��Y����ﾃ2�472） 兀�(�都I4��

下、付加価値率低下 �5(��������������8������8�｢�兀�(�田X�8�ｨ��蓼ﾋH�鼎(�C3塗�｢�

電　気　機　械（　614） 剳沁R（89部 

注）業程のカッコ内は2000－12年の従業員数増減数、主要生産地域のカッコ内は2012年

は2000－12年の実質出荷額・実質付加価値額・付加価値率の動向から分類した5タイプを表し

ている。それによると、タイプ1は食料品をはじめとする7業種、タイプ2は鉄鋼・非鉄・金属

の3業種、タイプ3は一般機械器具の1業種、タイプ4は木材・木製品と家具・装備品の2業種、

タイプ5は繊維・衣服、ゴム、電気機械の3業種である。出荷額上昇、付加価値額上昇、付加価

値率上昇の業種は同時期にはみられなかったが、1990－2000年には同様の分析結果に依拠すれ

ば　輸送用機械器具、プラスチック、化学の3業種があった。この3業種はいずれも、2000－

12年には付加価値額増加幅の急激な縮小により付加価値率が低下し、タイプ1となった。

各タイプの特徴は次の通りである。タイプ1は出荷額も付加価値額も上昇したが、付加価値額

増加幅が小さいことから、ひとまず高付加価値化移行産業とみなすことができよう。タイプ2は

出荷額が上昇したが　付加価値額の低下幅が大きいことから、低価格品量産化産業といえよう。

タイプ3は出荷額が低下したが、付加価値額が上昇したことから、高付加価値化産業と位置づけ

られる。タイプ4は出荷額も付加価値額も減少するが　付加価値額の減少幅が出荷額より小さい

ことから、付加価値年産堅持産業といえる。最後のタイプ5は出荷額も付加価値額も低下し、ま

た付加価値額の低下幅も大きい、いわゆる価格競争力の弱い低付加価値製品群産業である。

地域経済全体の高付加価値化への移行の必要性と喫緊性という観点に立脚した場合、タイプ1、

タイプ3、タイプ4が地域経済にとってきわめて重要であろう。タイプ1とタイプ4を重視したのは、

①タイプ1は付加価値額の上昇幅の小ささという問題を抱えているが、食料品・パルプ・出版印刷・

プラスチック、輸送用機械器具では大幅な従業員数増加がみられており、高付加価値製晶の創出

ができれば、付加価値額上昇幅が拡大する可能性のあること、②タイプ4は従業員数も激減して

おり、一見、衰退産業の様相を呈しているが　独自の取り組みにより付加価値額の減少幅を食い

止めている点に、付加価値額が今後大幅に上昇し、新規参入者も増加する可能性を感じさせるこ
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と17、に主な原因がある。また、タイプ3の一般機械器具は地域内で唯一、付加価値額と付加価

値率の上昇を実現させた産業である点で評価できるが、その付加価値額の増加幅がなお食料品の

それを下回るほど小さいこともあり、従業員数が1，504人も減少していた。さらなる高付加価値

製品の創出・育成が今後の課題となろう。

一方、タイプ2とタイプ5は地域経済の付加価値額維持また高付加価値化移行にあたって大き

な問題点を抱える業種であるといわざるをえない。とりわけ　タイプ2の鉄鋼とタイプ5の電気

機械、繊維・衣服の3業種である。その付加価値額の2000－12年における減少額計が3，519億

円、同時期減少総額の64％に達している。

以上、備後地域経済の状況を考察してきたが、とりわけ製造業では1990年代以降、事業所数・

従業員数・付加価値額がいずれも大きく減少していることにみられるように、備後地域が「集積」

規模の急速な縮小局面に直面していることがわかる。地域経済全体の高付加価値化への移行の必

要性と喫緊性という観点に立脚した場合、タイプ1、タイプ3、タイプ4には一見、衰退産業とと

らえられがちな産業も含まれているが、いずれも地域経済にとって大いなる可能性と希望をもつ

産業であり、またその共通課題が高付加価値製品の創出・育成にあると思われる。

3．提言

本稿では、備後地域企業の海外進出と地域経済の構造変動を分析してきたが、以下では、本稿

で明らかにしえた点を簡略にまとめたうえ、若干の提言を行いたい。

まず、備後地域企業海外進出については　90年代初頭以降、製造業では　衣服や　▲般機械・精

密機械器具、造船、非製造業では　卸売・小売、サービス、運輸業というように、多様な企業が

アセアンと中国を中心に海外進出が本格化しており、そのなかでもとりわけ80年代から海外事

業展開を進めてきた早期海外進出組の長期持続的海外事業展開が本社における経営規模の拡大や

経営基盤の強化に寄与している。つきに、備後地域経済の状況については、とりわけ製造業では

1990年代以降における事業所数・従業員数・付加価値額の大きな減少にみられるように、その「集

積」規模が急速に縮小しつつあり、そうした厳しい状況のなかで　地域経済全体の高付加価値化

への移行の必要性と喫緊性という観点に立脚した場合、タイプ1（高付加価値化移行産業）、タイ

プ3（高付加価値創出産業）、タイプ4（付加価値堅持産業）が地域経済にとって大いなる可能性

と希望をもつ産業であるが、そのさらなる高付加価値製品の創出・育成に共通課題があると思わ

れる。

以上のような分析結果を踏まえて備後地域の持続的な発展のための提言を、最後に行っておき

17　タイプ∠壬の家具産業の成長と新たな胎動については　張（2012a）。張（2012b）。張（2012C）。張（近刊a）。

51



備後地域における企業の海外進出と地域経済の課題一高付加価値産業の創出と育成に向けて－

たい。まず、高付加価値産業の創出をともなう海外展開が進められるべきことである。序章で述

べたように、地域経済の再生を図りながら、グローバル化を進行させることの可能性と重要性が

共通の認識となりつつある。そのなかで、具体策として、産業材（金属や化学製品）の輸出と海

外進出に代表されるグローバル化を進めながら、新しいアイデアの創出または高度な技術を核と

した産業集積の形成による高付加価値部品の創出、拠点ファクトリーの確立が挙げられてきてい

る。そうした観点から備後地域の海外展開と地域経済のありかたをみた場合、備後地域において

次のような問題点が存在すると思われる。

その指摘に先立って、本稿で言及してこなかった備後地域の輸出について図10と表13でみて

おきたい。図10は　福山港・尾道糸崎港からなる備後地域輸出額と輸出額比率の推移であるが、

とりわけ1990年代後半以降の輸出額の上昇にともない、備後地域製造業名目出荷額に占める輸

出額比率が10％台からリーマン・ショックの2008年に最高の25％を突破するに至っており、また、

こうした輸出額の上昇に福山港の輸出増の貢献度がきわめて大きかったといえる。つきに、2012

年度福山港・尾道糸崎港品目別輸出額内訳を表13でみると、福山港と尾道糸崎港の輸出がそれぞ

れほぼ「鉄鋼」と「船舶」への特化に特徴づけられていることがわかる。ちなみに、同時期に「鉄鋼」

と「輸送用機器」の輸出額が備後地域の両品目名目出荷額に占める割合がそれぞれ51％と58％

に達している18。

こうした輸出状況と第1節でみた海外進出の特徴をふまえながら、前掲の表12に示している5

タイプ産業の地域内付加価値額の維持または成長に果たす役割をみてみよう。タイプlの輸送用

機械器具（造船含む）、タイプ2の鉄鋼、タイプ3の一般機械器具、タイプ5の繊維・衣服がそれ

ぞれ輸出（鉄鋼と機械器具）または海外進出（鉄鋼以外の産業）を積極的にすすめてきた地域内

の重要産業であるが、それらが地域内付加価値額の維持または成長に果たす役割が大きく異なる。

つまり、タイプ1とタイプ3が上昇幅の大きさで相違があるものの、地域付加価値額の維持や上

昇に寄与しているのに対して、タイプ2とタイプ5が付加価値額を大幅に低下させた。このよう

に、備後地域では　輸出や海外進出が－一様に地域全体付加価値額の維持または成長をもたらすま

でにはまだ至っていないことが伺われよう。その原因究明には今後の精緻な研究が待たれるが、

現段階ではその主要な原因として、①鉄鋼業が一貫して地域内最大規模の出荷額を占めると同時

に（表10）、「原材料使用額」でも最高額で、またその出荷額比率が2000年の39％から2012年

には94％に急騰しており、業界そのものがコスト高を吸収できていないこと19、②繊維・衣服産

業が鉄鋼業と異なって、「原材料使用額」の出荷額比率が大幅な上昇がみられず、また積極的な海

18　名目出荷額は『工業統計表』（2012年度）による。

19『工業統計表』（各年版）。
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図10　備後地域輸出額と輸出額比率の推移（百万円、％）
出所）『広島県統計年鑑』各年版。『工業統計表』各年版。
注）輸出額比率は名目出荷額に占める輸出額の比率である。

表13　2012年度福山港・尾道糸崎港品目別輸出額

（単位：百万円）

福山　　　　　　尾道糸崎

価額　　構成比　　価額　構成比

1食料品

2原料品
3鉱物性燃料

ゴム製品

紙類及び同製品
織物用糸及び繊維製品
非金属鉱物製品
ガラス及び同製品

鉄鋼
鉄鋼の棒“形鋼及び線
鉄鋼のフラットロール製品

非鉄金属
銅及び同合金
金属製品
6一般機械

鉄道用車両
自動車
自動車の部分品
二輪自動車類

船舶
タンカー

貨物船
9その他

総額

282　　019も

5，216　　1100

289　　　0100

09

2　　　0000

19　　　0000

1　　0000

7，525　　3郎6

2，080　　1100

544　　　0300

0　　　0000

569　　　0300

23　　　0006

23　　　0000

92　　　0000

15　　　0000

30　　　0000

852　　　0400

030　　1500

1300　　　　　11　　000b

ooq。撥離灘
00やb l OOoo

26，309　　5400　　　　218　　0倍

489．679100000　197、935　1000％

出所）「2012管内支署品別輸出」（神戸税関ホームページ）
http／／wwwcustomsgoJP／kobe／boueki／02kakuteihtmi。
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外進出が行われていることから、海外進出組以外の業者数の減少2°による産業集積の量的縮小に

問題が潜んでいるように思われること、の2点が挙げられよう。いずれにしても、輸送機械機具

や一般機械器具業に代表されるように、地域内高付加価値産業の創出をともなう海外展開の　帽

の広がりが促進されるべきであると指摘できよう。

つきに、備後地域全体の高付加価値化に「和すての中小企業振興政策が即急に実施されるべき点

である。海外展開が地域経済の高付加価値化への移行にとってきわめて重要であるが、「外部需要

を呼び込む」仕掛けの　つにすぎないことにも注意すべきである21。たとえば　前述した新宅・

大木の研究でも指摘されてきたように、「深層の現地化」の進展下で日本企業、日本経済の生き残

る道の1つとして、高齢者向けの医療や介護関連産業を中心とする回向新規事業の創出が挙げら

れている22。ほかに地域経済研究で注目されている第6次産業もある崇。そのなかでとりわけ第

6次産業の成功事例にみられるように、地域内における垂直的ネットワークと水平的ネットワー

クを連動させることにより、地域経済の活性化や高付加価値も可能である。ただし、ネットワー

クの形成や連携が重要な課題となろう。すでに序章で述べてきたように、1980年代以降、とり

わけバブル崩壊以降、中小企業をとりまく経済環境が激変し、「産業集積のi相飾こ存在すること

で、中小企業が受動的にメリットを得られる時代はもはや終わりを見せている」として、産業集

積の行方が産業集積の量的縮小に対する集積自体また中小企業の対応のあり方に強く関係するよ

うになってきている21。そのなかで地域産業政策の実施や中小企業振興基本条例の制定が東京都

内や大阪府内の先駆的自治体を中心に全国に広がりつつある25。そこで、国の補助金に依存しな

い個別自治体の主導による、地域の特性を生かした独自の政策の実施が将来の地域経済、地域社

会、中小企業振輿の必要伸二関する自治体・地域内企業・地域の住民間におけるコンセンサスの

形成や議論を呼び起す重要な契機となるとされている。それにあたって異なる環境に置かれてい

る、多岐に亘る中小合業を含む地域企業に対する、地域内大字など研究機関との連携による大規

模な実態調査の実施が不可欠である。そうした基本的なデータベースが栖築されてはじめて、業

種間のネットワークの彬戒や連携、また海外進出の促進にむけての施策、さらに数多くのオンリー

ワン・ナンバーワン杏葉（）がもつ重要な経営資源の地域内再投資力の強化が可能となり、また苦境

m∴表10によると、繊維・衣服雇業が2000－12年には2t）7事業所も減少してお。、備後地域製造業では最大規模

の減少幅であった。
－it　橋川武郎（2010））

」2　新宅・大木（2012）。ちなみに・備後地域でも醒・介護業が重要な産業としての位置つけを確立している。前場

の表9でもみたように、医療・介護業U）売上高と付加剛紅顔が∴2011年度備後地域全産業においてそれぞれ／1位

と3位に位置し、またその付川面値率が全商業の最高水準の5（う用こ達している。
崇　橘lii武郎（2010主

21楠田（2004、第5章）。植旧編（200左上

25　楢川（2007）。植田・北村・本多（2012）。岡田・高野・渡辺・秋元・西座・lii四（2（用3）。

2‘）桑原・玉崎・石原（20日3）。張（近間，）。
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に直面し、従来のメリットが失せつつある産業集積の再生のみならず、その集積を基盤とする高

付加価値産業の創出と育成が進展すると思われる。

こうした高付加価値産業の拡大が、長期間にわたる事業所数、従業員数、付加価値額の減少、

さらに雇用者報酬の低下を原因とすると思われる地域内雇用の減少、人材の流出など地域経済疲

弊化の悪循環を食い止められると考えられる。

本稿は文部科学省科学研究費補助金基盤研究（C）「戦後地方工業集積のダイナミックな展開に関

する基礎的研究」（代表者：張楓、課題番号：25380427）による研究成果の一部である。
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